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別紙

会長 開会宣言

議案審査

議案第 39 号 令和３年度長久手市一般会計補正予算（第５号）

わたなべ会員 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金について、

支給対象者の収入要件のうち、市町村民税均等割が非課税とな

る収入額とはいくらか。

福祉課長 本市の場合、１か月あたりの収入額が、単身世帯で７万 8,000

円以下、２人世帯で 11万 5,000 円以下であることが要件である。

さとう会員 新型コロナウイルス感染症対策介護サービス事業所支援金と

障害福祉サービス事業所支援金について、各事業所が領収書等

を添えて必要な額を申請するのか。または全ての事業所に 10 万

円ずつ支給するのか。

福祉課長 昨年度と同じく、全ての事業所に 10 万円ずつ支給する。

さとう会員 児童発達支援センターの備品購入費について、寄附金として

いただいた 30 万円で何を購入する予定か。

子ども家庭課長 オーシャンスイングという大型のブランコと、スペースリン

グという球形のぶらさがって遊ぶ遊具の２点の感覚統合遊具を

購入する予定である。

さとう会員 新型コロナウイルス感染症対策修学旅行等キャンセル料 2,640 万

7,000 円について、中止ではなく延期になった際のキャンセル料

の扱いはどのようか。

教育総務課長 今のところ、延期した宿泊行事はキャンセル料の発生はない。

今後、判断の時期によっては延期でもキャンセル料が発生する

場合があるため、その際は公費で対応する。

田崎会員 積算根拠はどのようか。

教育総務課長 各宿泊行事の対象人数が最も多い小・中学校の各１校で、100

パーセントのキャンセル料が発生した場合の金額を計上した。

田崎会員 積算方法は妥当か。例えば、全ての小・中学校で 20 パーセン

トのキャンセル料が発生した場合などの計算方法もあるのでは

ないか。

教育総務課長 昨年度は小学校３校、中学校１校分の 100 パーセントのキャ
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ンセル料として 3,520 万円を計上した。結果として全ての宿泊

行事を実施できたため、支出することなく年度末に減額補正を

行った。

仮にキャンセル料が発生したとしても、必ずしも 100 パーセ

ントの費用がかかるとは限らず、今回計上した額で、20 パーセ

ントであれば３校分、50 パーセントであっても２校分は対応で

きるため、この中で順番に対応していきたい。

田崎会員 キャンセルを決定する時期等の方針はあるのか。

教育総務課長 学校行事であるため最終的には校長の判断になるが、現在の

共通の確認事項としては、緊急事態宣言などが発令されれば、

延期や中止の措置をとることとしている。

田崎会員 まん延防止等重点措置等の発令がなければ、キャンセルはな

い可能性が高いという理解で良いか。

教育総務課長 当市だけでなく訪問先の自治体でも発令されていないことが

必要だが、宿泊行事は必要なカリキュラムとして教育課程の中

に組まれているものであり、可能な限り実施したいと考えてい

る。

わたなべ会員 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の支給要件

である求職活動について、公共職業安定所に求職の申込みをし

て、３か月間誠実かつ熱心に求職活動をすることとされている。

就労による自立生活が困難と見込まれる場合には、生活保護を

検討するという条件もあるが、３か月間の指導の中で、支援金

の支給の可否や生活保護の必要性を判断されるということか。

福祉課長 支援金の支給要件は、公共職業安定所に求職の申込みをする

ことと、３か月間、誠実かつ熱心に求職活動をすることである。

ただし、求職活動をしっかり行っていても就労自立が難しいと

考えられる場合は、生活保護の検討も合わせて行うようにとの

国からの指示である。

わたなべ会員 支援金支給の期間延長はあるか。

福祉課長 貸付けとは違い返済の必要のない給付事業のため、支給期間

の延長はないと考えている。

質疑及び意見を終了
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会長 分科会長報告の作成は会長と副会長への一任を確認。

閉会宣言

午前 11 時 02 分終了

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

令和３年６月 16 日

予算決算委員会

教育福祉分科会長 岡崎つよし


